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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、第44期中間及び第45期中間については、旧商法第280条ノ

19第２項に基づくストックオプション(新株引受権)を付与しておりますが、１株当たり中間純損失であるた

め、第44期については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、また、第46期中間について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成17年
  ３月31日

売上高 (百万円) 19,485 20,248 22,421 45,295 46,051

経常利益(損失：△) (百万円) △864 △271 1,018 3,016 3,498

中間(当期)純利益 
(損失：△)

(百万円) △1,041 △803 415 1,955 1,610

純資産額 (百万円) 20,586 22,955 27,035 23,782 26,629

総資産額 (百万円) 51,220 48,342 47,848 54,405 50,825

１株当たり純資産額 565円39銭 625円09銭 714円79銭 651円06銭 701円42銭

１株当たり中間(当期) 
純利益(損失：△)

△28円57銭 △22円05銭 10円98銭 51円56銭 41円08銭

潜在株式調整後
１株当たり
中間(当期)純利益

― ― ― ― 40円76銭

自己資本比率 (％) 40.2 47.5 56.5 43.7 52.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 732 2,057 2,200 4,586 6,085

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,392 △242 △732 △2,827 △1,382

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △515 △3,486 △2,380 △2,158 △6,031

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 4,656 3,784 3,233 5,455 4,116

従業員数
［外、正社員以外の

平均雇用者数］
(人)

3,251 
[ 741]

3,237
［ 722]

3,151
[1,091]

3,274
[ 756]

3,207
[ 817]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ １株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益につい

ては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

  

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成17年
  ３月31日

売上高 (百万円) 15,780 16,326 18,329 37,355 37,967

経常利益(損失：△) (百万円) △583 △65 591 2,741 3,211

中間(当期)純利益 
(損失：△)

(百万円) △802 △631 450 1,025 1,238

資本金 (百万円) 5,965 6,005 6,557 5,965 6,557

発行済株式総数 (千株) 36,956 37,041 38,200 36,956 38,200

純資産額 (百万円) 22,576 23,934 27,126 24,509 26,956

総資産額 (百万円) 44,716 43,512 41,908 47,570 46,246

１株当たり中間
(年間)配当額

― ― ― 15円 15円

自己資本比率 (％) 50.5 55.0 64.7 51.5 58.3

従業員数
［外、正社員以外の

平均雇用者数］
(人)

1,824
[ 624]

1,922
[ 634]

1,983
[1,027]

1,879
[ 652]

1,951
[ 749]



２ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社10社(内、連結子会社９社)、関連会社４社(内、持分法適用関連会社１

社)で構成され、住宅地図帳、応用地図、電子地図及び一般印刷物の製造販売並びにこれらに附帯関連す

る事業を展開しております。 

(1) 事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありません。 

(2) 主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。 

住宅地図出版関連事業 

 清算：㈱ユーアンドアイ(連結子会社)  

住宅地図帳・応用地図の校正・文字入出力業務を行っておりました㈱ユーアンドアイは、平

成17年１月15日開催の臨時株主総会において解散決議を行い、平成17年６月10日付で清算結

了いたしました。 

電子地図関連事業 

 清算：マイドライブネットコム㈱（持分法非適用関連会社） 

電子地図の製造・販売業務等を行っておりましたマイドライブネットコム㈱は、平成17年３

月31日開催の臨時株主総会において解散決議を行い、平成17年７月25日付で清算結了いたし

ました。 

また、従来、持分法非適用関連会社であった北九州都心開発㈱は、人事関係を通じた影響がなくなっ

たため関連会社から除外しております。 

なお、当中間連結会計期間末日後半期報告書提出日までに生じた異動は以下のとおりであります。 

一般印刷関連事業 

 合併：㈱ゼンリンピーエックス福岡(非連結子会社)  

一般印刷物の製造・販売業務を行っておりました㈱ゼンリンピーエックス福岡は、平成17年

10月１日付で㈱ゼンリンプリンテックス(連結子会社)に吸収合併されております。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、㈱ユーアンドアイ(連結子会社)は清算いたしました。 

  
  

     



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む)であり、正社員以外の雇用者数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２ 正社員以外の雇用者には、準社員、嘱託契約の従業員、パートを含み、派遣社員は除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、正社員以外の雇用者数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

２ 正社員以外の雇用者には、準社員、嘱託契約の従業員、パートを含み、派遣社員は除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループ(当社、連結子会社)には労働組合はありません。 

なお、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  

平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

住宅地図出版関連事業 1,220[ 990]

電子地図関連事業 1,084[ 54]

一般印刷関連事業 248[ 31]

その他事業 400[  8]

全社(共通) 199[  8]

合計 3,151[1,091]

平成17年９月30日現在

従業員数(人) 1,983[ 1,027]



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、ＩＴ関連分野の生産・在庫調整の動きも概ね一巡して踊

り場を脱し、確実な回復基調を堅持しております。 

このような環境の中、減少傾向が続いていた住宅地図出版関連事業の売上が僅かながら増加に転じ、

また、主力事業である電子地図関連事業の売上もカーナビゲーション用データや住宅地図データベース

の販売を中心に引き続き好調に推移いたしました結果、売上高は22,421百万円(前年同期比2,173百万円

増加、10.7％増)となりました。 

営業利益は、調査体制強化に伴う調査費の増加や支払ロイヤリティ等のコスト増加がありましたが、

売上の伸びで吸収し、前年同期194百万円の営業損失から1,062百万円の営業利益(前年同期比1,257百万

円改善)となりました。 

経常利益は、前年同期271百万円の経常損失から1,018百万円の経常利益(前年同期比1,289百万円改

善)となり、中間純利益は、特別利益に投資有価証券売却益317百万円など合計329百万円を、特別損失

に減損損失310百万円など合計527百万円を計上いたしました結果、前年同期803百万円の中間純損失か

ら415百万円の中間純利益(前年同期比1,219百万円改善)となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

(住宅地図出版関連事業) 

住宅地図出版関連事業につきましては、住宅地図帳から住宅地図データベースへの顧客ニーズの移行

等により減少傾向にありました住宅地図帳の売上高が、市町村合併に伴う需要増加等により僅かながら

増加いたしました。また、応用地図の売上高につきましても、商圏マップの販売増加等により増加いた

しました。 

以上の結果、当事業の売上高は6,101百万円(前年同期比86百万円増加、1.4％増)、営業損失は

349百万円(前年同期比190百万円改善)となりました。 

(電子地図関連事業) 

電子地図関連事業につきましては、国内及び欧米におけるカーナビゲーション用データの販売が引き

続き好調に推移するとともに、住宅地図データベースやインターネットによる住宅地図配信の売上等も

堅調に推移いたしました。 

以上の結果、当事業の売上高は12,707百万円(前年同期比2,254百万円増加、21.6％増)、営業

利益は1,155百万円(前年同期比602百万円増加、108.8％増)となりました。 

(一般印刷関連事業) 

一般印刷関連事業につきましては、不採算取引の解消等に伴い売上は減少いたしましたが、経費の削

減に努めました結果、売上高は2,546百万円(前年同期比125百万円減少、4.7％減)、営業利益は前年同

期326百万円の営業損失から8百万円の営業利益(前年同期比335百万円改善)となりました。 

(その他事業) 

その他事業につきましては、データ入力受託業務の縮小等により売上が減少いたしましたが、デジタ

ルソリューション(ＣＡＤ、ＣＡＥ)受託処理等の高付加価値製品の構成比が高まったことにより、売上

高は1,066百万円(前年同期比41百万円減少、3.8％減)、営業利益は206百万円(前年同期比98百万円増

加、90.7％増)となりました。 



なお、当社グループの主力事業である住宅地図出版関連事業及び電子地図関連事業は、季節による需

要の変動が著しく、下半期に売上高が集中する傾向にあります。 

  参考までに、当中間連結会計期間末までに至る１年間の売上高は、下記のとおりであります。 

  

 
  

所在地別セグメントの業績は、全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えている

ために、記載を省略しております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、税金等調整前中間純

利益の計上及び売上債権の回収により営業活動によるキャッシュ・フローが増加したものの、有形・無

形固定資産の取得による支出及び有利子負債の削減などにより3,233百万円(前年同期比551百万円減

少、14.6％減)となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、2,200百万円(前年同期比142百万円増

加)であります。これは法人税等の支払額1,364百万円があったものの、税金等調整前中間純利益821百

万円、減価償却費1,442百万円、売上債権の減少額1,740百万円があったことなどによるものでありま

す。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動の結果支出した資金は、732百万円(前年同期比489百万円増加)

であります。これは投資有価証券の売却による収入620百万円があった一方で、主に電子地図関連事業

のソフトウェア等、固定資産の取得による支出が前年同期に比べ109百万円増加し1,313百万円あったこ

となどによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動の結果支出した資金は、2,380百万円(前年同期比1,105百万円

減少)であります。これは財務体質の強化のため有利子負債の削減に努めた結果、借入金の返済による

支出1,873百万円があったことに加え、配当金の支払額565百万円があったことなどによるものでありま

す。 

  

前連結会計年度下半期 25,803百万円

当中間連結会計期間 22,421

計 48,225百万円



２ 【生産、受注及び販売の状況】 
(1) 生産実績 
当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま
す。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 
  
(2) 受注状況 
当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま
す。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 
３ 住宅地図出版関連事業においては、主として見込生産を行っております。 

  
(3) 販売実績 
当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま
す。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 
３ 住宅地図出版関連事業は大部分を直接販売によっておりますが、一部を書店・特約店経由で行っておりま
す。 

４ 主要な取引先の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
  なお、前中間連結会計期間の㈱ザナヴィ・インフォマティクスの販売実績及び総販売実績に対する割合につ

きましては、当該割合が100分の10未満のため、記載を省略しております。 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

住宅地図出版関連事業 7,161 △8.5

電子地図関連事業 12,364 19.4

一般印刷関連事業 2,542 △4.1

その他事業 312 △15.6

合計 22,380 5.6

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

住宅地図出版関連事業 2,299 △4.3 826 11.4

電子地図関連事業 11,057 20.5 1,049 2.9

一般印刷関連事業 2,561 △2.5 299 12.1

その他事業 303 △33.2 240 △29.7

合計 16,221 10.6 2,415 1.9

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

住宅地図出版関連事業 6,101 1.4

電子地図関連事業 12,707 21.6

一般印刷関連事業 2,546 △4.7

その他事業 1,066 △3.8

合計 22,421 10.7

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱ザナヴィ・インフォマティクス － － 2,256 10.0



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社、連結子会社)の事業上及び財務上の対処すべき課題

に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

    



５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社、連結子会社)は、市場が求める新鮮かつ充実した地図関連情報を継続的に供給する

ために、事業の根幹である地図データベース作成システムの機能向上に努めております。 

 また、近年のIT化の進展に伴う事業環境の変化に適応したサービスを提案するために、データ配信技

術、ITS(高度道路交通システム)、３Dデジタル地図などの継続的な開発と新技術の調査、探求に取り組ん

でおります。 

 現在、研究開発活動は、当社の研究部、商品開発一部、商品開発二部、国内データベース開発部、海外

データベース制作部並びに㈱ジオ技術研究所(連結子会社)、㈱ゼンリンデータコム(連結子会社)により推

進しております。 

 なお、前連結会計年度に活動しておりました「歩行者用ネットワークデータ作成システム」は、よりき

め細やかな検索案内を実現するGPS(全地球測位システム)携帯電話を利用した「ゼンリンいつもナビ」の

ネットワークデータとして商品化し、平成17年10月15日より順次サービスを開始しております。 

 当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費合計額は302百万円であります。 

 事業の種類別セグメントの研究開発活動は、次のとおりであります。 

  

電子地図関連事業 

① 国内カーナビゲーション用データ作成システム 

従来の表現に高さ情報を加えた、リアルで洗練された立体画像による高度な地図情報を供給するため

に、道路の起伏状況を収集・計測した結果から、道路ネットワーク情報を取り込むシステムの研究開発

を継続して行っております。 

 また、カーナビゲーション用データの検索・探索といった付加価値機能をより充実するため、道路上

の様々な属性情報をデータベースへ格納するシステムの研究開発を継続して行っております。 

  

② 地図情報作成システム 

当社の主力商品のひとつであります住宅地図データベースを作成する地図情報作成システムにおい

て、コンテンツ情報を充実し、より拡張性のあるデータ構造とすることで、住宅地図データベースを利

用した各種商品の大幅な制作工程の短縮を図り、制作効率の向上とコスト低減を目指すシステムの研究

開発を継続して行っております。 

  

③ 海外カーナビゲーション用データ差分更新型フォーマット変換システム 

海外カーナビゲーション用データの供給方法が、DVDメディアからハードディスクへ移行することを

想定して、地図情報の経年変化部分のみを最新情報に短時間で置き換えることが可能となる、データ差

分更新型フォーマット変換システムの研究開発を継続して行っております。 

  

④ ３Dデジタル地図 

実際に収集・計測した建物や看板などの画像情報について、より正確な位置情報、高さ情報を３Dデ

ジタル地図に表現するための研究開発を継続して行うとともに、起伏の激しい道路や照度の低い状況下

であっても、正確な画像情報の収集が可能な精度の高い計測装置の実現に向けた研究開発を行っており

ます。 



  

⑤ 渋滞予測対応型経路探索システム 

出発地点から目的地まで、通過点ごとの渋滞予測情報をカーナビゲーション用データに関連づけて回

避経路を抽出することにより、カーナビゲーションやパソコンにおいて、最適な経路案内やドライブ計

画時のユーザー支援が可能となる、より精度の高い経路探索を実現するための研究開発を行っておりま

す。 

  

なお、住宅地図出版関連事業、一般印刷関連事業、その他事業に係る研究開発活動はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 
 該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 134,000,000

計 134,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年11月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 38,200,910 38,200,910
東京証券取引所
市場第二部 
福岡証券取引所

―

計 38,200,910 38,200,910 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日

― 38,200 ― 6,557 ― 13,066



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 

 

 

 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大迫  忍 福岡県古賀市舞の里五丁目31番５号 5,432 14.22

有限会社サンワ 北九州市小倉北区下到津一丁目６番36号 3,614 9.46

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 2,848 7.45

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前三丁目１番１号 1,800 4.71

ゼンリン従業員持株会 北九州市小倉北区室町一丁目１番１号 1,349 3.53

大迫 益男 北九州市小倉北区下到津一丁目６番36号 995 2.60

大迫 正男 東京都世田谷区成城六丁目28番８号 975 2.55

大迫 キミ子 北九州市小倉北区下到津一丁目６番36号 900 2.35

ジェーピーモルガンチェースバ
ンク385067 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室)

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD,ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

884 2.31

ジェーピーエムシービーオムニ
バスユーエスペンショントリー
ティージャスデック380052 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室)

270 PARK AVENUE,NEW YORK,NY 10017,
U.S.A. 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

846 2.21

計 ― 19,646 51.42

(注) １． 上記株主大迫忍氏は逝去されましたが、平成17年９月30日現在名義書換が完了していないため株主名簿上の名
義で記載しております。

２． Capital  Guardian  Trust  Company及びその共同保有者であるCapital  International  Limited、Capital 
International Inc.及びCapital International S.A.から平成17年８月12日付で提出された大量保有報告書に
より、平成17年７月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間期
末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 
なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％)

Capital Guardian Trust Company
11100 Santa Monica Boulevard,15th Fl.,Los 
Angeles,CA 90071,U.S.A.

917 2.40

Capital International Limited 25 Bedford Street,London,England WC2E 9HN 579 1.52

Capital International Inc.
11100 Santa Monica Boulevard,15th Fl.,Los 
Angeles,CA 90025,U.S.A.

587 1.54

Capital International S.A.
3 Place des Bergues,1201 Geneva, 
Switzerland

1 0.00

計 ― 2,086 5.46

３． スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社及びその共同保有者であるSPARX  Investment  & 
Research,USA,Inc.から平成17年10月13日付で提出された大量保有報告書により、平成17年９月30日現在で以下
の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間期末現在における実質所有株式数の確
認が出来ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 
なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％)

スパークス・アセット・マネジメ
ント投信株式会社

東京都品川区大崎一丁目11番２号ゲートシティ
大崎

1,895 4.96

SPARX Investment & 
Research,USA,Inc.

360 Madison Ave.,22nd Floor, 
New York,NY 10017,USA

56 0.15

計 ― 1,952 5.11



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には証券保管振替機構名義の株式が7,400株(議決権の数74個)が含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   377,900

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 37,624,700 376,247 ―

単元未満株式 普通株式     198,310 ― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 38,200,910 ― ―

総株主の議決権 ― 376,247 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ゼンリン

北九州市小倉北区 
室町一丁目１番１号

377,900 ― 377,900 0.9

計 ― 377,900 ― 377,900 0.9

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,615 1,697 1,827 1,883 2,195 2,490

最低(円) 1,519 1,562 1,605 1,651 1,870 2,045



第５ 【経理の状況】 

１. 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令

第５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５

号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２. 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けて

おります。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 3,861 3,248 4,119

２ 受取手形
及び売掛金

9,495 10,430 12,169

３ たな卸資産 ※１ 3,452 2,930 3,068

４ 繰延税金資産 1,510 1,688 1,867

５ その他 280 298 293

貸倒引当金 △8 △7 △10

流動資産合計 18,591 38.5 18,589 38.9 21,507 42.3

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※２

(1) 建物及び構築物 ※３ 5,823 5,408 5,634

(2) 土地 ※３ 8,710 8,381 8,509

(3) その他 1,168 15,702 1,084 14,873 1,091 15,234

２ 無形固定資産

(1) ソフトウェア 5,109 4,735 4,906

(2) ソフトウェア 
  仮勘定

775 910 853

(3) その他 64 5,948 6 5,652 8 5,767

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ※３ 3,724 4,989 4,293

(2) 繰延税金資産 2,597 2,244 2,466

(3) その他 1,911 1,656 1,681

貸倒引当金 △133 8,100 △158 8,732 △127 8,314

固定資産合計 29,751 61.5 29,258 61.1 29,317 57.7

資産合計 48,342 100.0 47,848 100.0 50,825 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 1,204 1,415 1,725

２ 短期借入金 ※３ 12,583 7,274 8,503

３ 未払費用 2,518 2,769 2,833

４ 返品調整引当金 390 380 384

５ その他 1,301 1,578 2,946

流動負債合計 17,999 37.2 13,419 28.1 16,393 32.3

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※３ 4,024 3,897 4,539

２ 退職給付引当金 2,319 2,424 2,346

３ 役員退職慰労 
  引当金

316 344 341

４ 事業再編損失 
  引当金

122 ― ―

５ その他 490 526 407

固定負債合計 7,274 15.1 7,192 15.0 7,634 15.0

負債合計 25,273 52.3 20,611 43.1 24,028 47.3

(少数株主持分)

少数株主持分 113 0.2 201 0.4 166 0.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 6,005 12.4 6,557 13.7 6,557 12.9

Ⅱ 資本剰余金 12,515 25.9 13,066 27.3 13,066 25.7

Ⅲ 利益剰余金 4,260 8.8 6,452 13.5 6,675 13.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

561 1.2 1,407 2.9 831 1.6

Ⅴ 為替換算調整勘定 △130 △0.3 △104 △0.2 △159 △0.3

Ⅵ 自己株式 △257 △0.5 △344 △0.7 △341 △0.6

資本合計 22,955 47.5 27,035 56.5 26,629 52.4

負債、少数株主 
持分及び資本 
合計

48,342 100.0 47,848 100.0 50,825 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

   

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 20,248 100.0 22,421 100.0 46,051 100.0

Ⅱ 売上原価 11,524 56.9 12,638 56.4 24,456 53.1

売上総利益 8,724 43.1 9,783 43.6 21,595 46.9

Ⅲ 販売費及び
一般管理費

※１ 8,919 44.1 8,721 38.9 17,908 38.9

営業利益 
(損失：△)

△194 △1.0 1,062 4.7 3,687 8.0

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 1 3 4

２ 受取配当金 34 26 42

３ 不動産賃貸収入 65 76 127

４ 為替差益 25 ― 43

５ 保険受取額 ― 29 25

６ その他 89 216 1.1 66 202 0.9 192 436 1.0

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 86 51 155

２ 持分法による
投資損失

109 ― 225

３ 為替差損 ― 56 ―

４ 追悼式典費用 ― 41 ―

５ その他 97 293 1.4 96 246 1.1 244 625 1.4

経常利益 
(損失：△)

△271 △1.3 1,018 4.5 3,498 7.6

Ⅵ 特別利益

１ 固定資産売却益 ※２ 4 12 69

２ 投資有価証券
売却益

16 21 0.1 317 329 1.5 17 86 0.2

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産 
  売廃却損

※３ 685 41 1,028

２ 減損損失 ※４ ― 310 ―

３ 関係会社整理損 ※５ ― 135 ―

４ 投資有価証券 
  評価損

23 4 33

５ ゴルフ会員権等 
  評価損

― 34 17

６ 関係会社株式 
  評価損

17 ― 22

７ 事業再編損失 
  引当金繰入額

122 ― ―

８ 電話加入権 
    評価損

― 849 4.2 ― 527 2.3 53 1,156 2.5

税金等調整前
中間(当期)純利
益(損失：△)

△1,099 △5.4 821 3.7 2,428 5.3

法人税、住民税
及び事業税

167 298 1,558

法人税等調整額 △438 △270 △1.3 103 401 1.8 △768 789 1.7

少数株主利益 
(損失：△)

△25 △0.1 4 0.0 28 0.1

中間(当期)純利 
益(損失：△)

△803 △4.0 415 1.9 1,610 3.5



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 12,367 13,066 12,367

Ⅱ 資本剰余金増加高

１ 新株引受権の権利行使
  に伴う増加高

40 ― 591

２ 株式交換に伴う増加高 107 ― 107

３ 自己株式処分差益 ― 147 0 0 ― 698

Ⅲ 資本剰余金
中間期末(期末)残高

12,515 13,066 13,066

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 5,688 6,675 5,688

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 中間(当期)純利益 ― 415 1,610

２ 連結子会社の時価発行 
   増資に伴う持分変動差額

― ― 28 443 ― 1,610

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 中間純損失 803 ― ―

２ 配当金 546 567 546

３ 役員賞与 77 99 77

４ 自己株式処分差損 ― 1,427 ― 666 0 623

Ⅳ 利益剰余金
中間期末(期末)残高

4,260 6,452 6,675



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー
１ 税金等調整前中間(当期)
純利益(損失：△)

△1,099 821 2,428

２ 減価償却費 1,416 1,442 2,942
   ３ 減損損失 ― 310 ―
４ 連結調整勘定償却額 1 3 2
５ 役員退職慰労引当金の
増減額(減少：△)

△29 2 △4

６ 返品調整引当金の増減額
  (減少：△)

△18 △3 △24

７ 退職給付引当金の増減額
  (減少：△)

81 123 135

８ 投資有価証券等評価損 40 39 73
９ 受取利息及び受取配当金 △36 △29 △46
10 支払利息 86 51 155
11 持分法による投資損益
(投資利益：△)

109 ― 225

12 固定資産売廃却損益
(売却益：△)

680 28 959

  13 投資有価証券売却損益 
       (売却益：△)

― △317 △17

   14 関係会社整理損 ― 135 ―
15 売上債権の増減額
(増加：△)

3,042 1,740 359

16 たな卸資産の増減額 
  (増加：△)

155 138 539

17 仕入債務の増減額
(減少：△)

△667 △307 △146

18 未払消費税等の増減額 
  (減少：△)

△212 △204 42

19 役員賞与の支払額 △79 △99 △79
20 その他 △238 △287 63

小計 3,234 3,588 7,609
21 利息及び配当金の受取額 36 29 46
22 利息の支払額 △99 △52 △167
23 法人税等の支払額 △1,113 △1,364 △1,403
営業活動による 
キャッシュ・フロー

2,057 2,200 6,085

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー
１ 定期預金の純増減額 
  (増加：△)

203 △11 276

２ 有価証券の純増減額
  (増加：△)

1 ― 1

３ 有形・無形固定資産の
取得による支出

△1,204 △1,313 △2,580

４ 有形・無形固定資産の
売却による収入

620 120 774

５ 投資有価証券の取得に
よる支出

△139 △20 △161

６ 投資有価証券の売却に
よる収入

227 620 246

７ 少数株主からの子会社株式
の取得による支出

△9 △139 △9

８ 貸付金の純増減額
(増加：△)

20 12 33

９ その他 38 0 38
投資活動による 
キャッシュ・フロー

△242 △732 △1,382



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

１ 短期借入金の純増減額
(減少：△)

△2,549 △1,026 △5,659

２ 長期借入による収入 300 ― 650

３ 長期借入金の返済に
よる支出

△765 △847 △1,567

４ 株式の発行による収入 80 ― 1,183

   ５ 少数株主への株式の発行に 
       よる収入

― 60 ―

６ 自己株式の取得による支出 △2 △2 △96

   ７ 自己株式の売却による収入 ― 0 9

８ 配当金の支払額 △545 △565 △546

９ 少数株主に対する
配当金の支払額

△5 ― △5

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△3,486 △2,380 △6,031

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額

0 30 △11

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額(減少：△)

△1,671 △882 △1,339

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高

5,455 4,116 5,455

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

3,784 3,233 4,116



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 10社

主要な連結子会社の名称

㈱ゼンリンプリンテックス、

㈱ダイケイ、ZENRIN EUROPE 

B.V.

なお、連結子会社であった㈱

ワークスは、平成16年２月27

日開催の臨時株主総会におい

て解散決議を行ない、平成16

年９月13日付で清算結了した

ため、連結の範囲から除外し

ております。

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 9社

主要な連結子会社の名称

㈱ゼンリンプリンテックス、

㈱ダイケイ、ZENRIN EUROPE 

B.V.

なお、連結子会社であった㈱

ユーアンドアイは、平成17年

１月15日開催の臨時株主総会

において解散決議を行ない、

平成17年６月10日付で清算結

了したため、連結の範囲から

除外しております。

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 10社

主要な連結子会社の名称

㈱ゼンリンプリンテックス、

㈱ダイケイ、ZENRIN EUROPE 

B.V.

なお、連結子会社であった㈱

ワークスは、平成16年２月27

日開催の臨時株主総会におい

て解散決議を行ない、平成16

年９月13日付で清算結了した

ため、連結の範囲から除外し

ております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

   ㈱ゼンリンピーエックス福岡

非連結子会社は資産基準、売

上高基準、利益基準及び利益

剰余金基準等の観点からみて

いずれも小規模であり、全体

としても中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼさないた

め、連結の範囲に含めており

ません。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

   ㈱ゼンリンピーエックス福岡

非連結子会社は資産基準、売

上高基準、利益基準及び利益

剰余金基準等の観点からみて

いずれも小規模であり、全体

としても中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼさないた

め、連結の範囲に含めており

ません。

なお、当中間連結会計期間に

おいて非連結子会社であった

㈱ゼンリンピーエックス福岡

は、平成17年８月12日開催の

㈱ゼンリンプリンテックス

（連結子会社）取締役会決議

に基づき、平成17年10月１日

付で㈱ゼンリンプリンテック

ス（連結子会社）に吸収合併

されております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

㈱ゼンリンピーエックス福岡

非連結子会社は資産基準、売

上高基準、利益基準及び利益

剰余金基準等の観点からみて

いずれも小規模であり、全体

としても連結財務諸表に重要

な影響を及ぼさないため、連

結の範囲に含めておりませ

ん。

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した非連結子会

社はありません。

持分法適用の関連会社数１社

会社名

南京曼普数据技術有限公司

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した非連結子会

社はありません。

持分法適用の関連会社数１社

会社名

南京曼普数据技術有限公司

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会

社はありません。

持分法適用の関連会社数１社

会社名

南京曼普数据技術有限公司

(2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称等

沖縄インターマップ㈱

持分法非適用会社は中間純損

益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等か

らみて、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、これらの会社に対する投

資については持分法を適用せ

ず原価法によって評価してお

ります。

(2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称等

同左

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称等

沖縄インターマップ㈱

持分法非適用会社は当期純損

益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等か

らみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、

これらの会社に対する投資に

ついては持分法を適用せず原

価法によって評価しておりま

す。



前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社のうち、中間決算日

が中間連結決算日と異なる会社

は次のとおりであります。
会社名 中間決算日

ZENRIN EUROPE B.V. ６月30日

ZENRIN USA,INC. ６月30日

大計数据処理(深圳)
有限公司

６月30日

上海大計数据処理公司 ６月30日

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

連結子会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社は次のと

おりであります。
会社名 決算日

ZENRIN EUROPE B.V. 12月31日

ZENRIN USA,INC. 12月31日

大計数据処理(深圳)
有限公司

12月31日

上海大計数据処理公司 12月31日

なお、中間連結財務諸表の作成

にあたっては連結子会社の同日

現在の中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上

必要な調整を行うこととしてお

ります。

なお、連結財務諸表の作成にあ

たっては連結子会社の同日現在

の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を

行うこととしております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

   a 満期保有目的の債券

     償却原価法(定額法)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

   a 満期保有目的の債券

     償却原価法(定額法)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

   a 満期保有目的の債券

     償却原価法(定額法)

   b その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

   b その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

なお、匿名組合等への出

資で証券取引法第２条第

２項により有価証券とみ

なされるものは、中間連

結貸借対照表及び中間連

結損益計算書双方につい

て持分相当額を純額で取

り込んでおります。

   b その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

 

時価のないもの

移動平均法による原価法

なお、匿名組合等への出

資で証券取引法第２条第

２項により有価証券とみ

なされるものは、連結貸

借対照表及び連結損益計

算書双方について持分相

当額を純額で取り込んで

おります。

  ② たな卸資産

主として総平均法による原

価法を採用しております。

  ② たな卸資産

同左

  ② たな卸資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

a 建物(建物附属設備を除く)

    定額法

   b その他

主として定率法

(主な耐用年数)

建物 15年～50年

機械装置及び 
運搬具

５年～10年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

  ② 無形固定資産
   ソフトウェア
   a 市場販売目的のソフトウェ

ア
     見込販売数量に基づく償

却額と３年を限度とする
残存有効期間に基づく均
等配分額とを比較し、い
ずれか大きい額を償却す
る方法

   b 自社利用ソフトウェア
     ５年を限度とする利用可

能期間で定額法により償
却する方法

  ② 無形固定資産
   ソフトウェア

同左

  ② 無形固定資産
   ソフトウェア

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準
  ① 単行本在庫調整引当金
    住宅地図帳の売れ残り書籍

の評価損に備えるため、出
版部数に対する一定期間の
販売部数を算定基礎とした
評価損失見込額を計上して
おります。

 (3) 重要な引当金の計上基準
  ① 単行本在庫調整引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準
  ① 単行本在庫調整引当金

同左

  ② 貸倒引当金
    営業債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

  ② 貸倒引当金
同左

  ② 貸倒引当金
同左

  ③ 返品調整引当金
    道路地図及び旅行ガイド製

品の返品による損失に備え
るため、過去の返品実績を
基準とした返品予測高に対
する損失見込額を計上して
おります。

  ③ 返品調整引当金
同左

  ③ 返品調整引当金
同左

④ 退職給付引当金
    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しておりま
す。 
過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(15
年)による定額法により費
用処理しております。 
数理計算上の差異は、各連
結会計年度の発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(15年)による
定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理しており
ます。

  ④ 退職給付引当金
同左

    

  ④ 退職給付引当金
    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計
上しております。 
過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(15
年)による定額法により費
用処理しております。 
数理計算上の差異は、各連
結会計年度の発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(15年)による
定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理しており
ます。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

  ⑤ 役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、役員退職慰労

金規程(内規)に基づく中間

期末要支給額を計上してお

ります。

  ⑤ 役員退職慰労引当金

同左

  ⑤ 役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、役員退職慰労

金規程(内規)に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。

  ⑥ 事業再編損失引当金

    関係会社の事業再編に係る

損失に備えるため、損失負

担見込額を計上しておりま

す。

      ―――――

       

      ―――――

 

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

   税抜方式によっております。

(5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

(5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない短期投資としておりま

す。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左



会計方針の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

      ――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年8月9日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第6号

平成15年10月31日)を適用しており

ます。これにより営業利益、経常

利益はそれぞれ19百万円増加し、

税金等調整前中間純利益は290百万

円減少しております。

また、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき各資産の金額から直接

控除しております。 

なお、セグメント情報に与える影

響は当該箇所に記載しておりま

す。

      ―――――

(「退職給付に係る会計基準」の一

部改正)

当中間連結会計期間より、「『退

職給付に係る会計基準』の一部改

正」(企業会計基準第３号 平成17

年３月16日)及び「『退職給付に係

る会計基準』の一部改正に関する

適用指針」(企業会計基準適用指針

第７号 平成17年３月16日)を適用

しております。これにより営業利

益、経常利益及び税金等調整前中

間純利益は20百万円増加しており

ます。

なお、セグメント情報に与える影

響は軽微であります。



表示方法の変更 

  

   
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

(中間連結貸借対照表関係) 

繰延税金負債 

従来、固定負債に区分掲記していた「繰延税金負債」

につきましては、金額的重要性が低いため、当中間連

結会計期間から、固定負債の「その他」に含めて表示

することといたしました。 

なお、当中間連結会計期間末における繰延税金負債は

124百万円であります。 

 

 

 

 

 

 

(中間連結損益計算書関係) 

為替差益 

従来、営業外収益の「その他」に含めて表示していた

為替差益につきましては、営業外収益の総額の100分の

10を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記す

ることといたしました。 

なお、前中間連結会計期間における為替差益は11百万

円であります。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

未払費用の増減額(減少：△) 

従来、営業活動によるキャッシュ・フローに区分掲記

していた「未払費用の増減額(減少：△)」につきまし

ては、金額的重要性が低いため、当中間連結会計期間

から営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示することといたしました。 

なお、当中間連結会計期間における「未払費用の増減

額(減少：△)」は△49百万円であります。

(中間連結貸借対照表関係) 

匿名組合等への出資 

従来、投資その他の資産の「その他」に含めて表示して

いた匿名組合等への出資(証券取引法第2条第2項により

有価証券とみなされるもの)につきましては、「証券取

引法等の一部を改正する法律」(平成16年法律第97号)が

平成16年12月1日より適用となったこと及び「金融商品

会計に関する実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が

平成17年2月15日付で改正されたことに伴い、当中間連

結会計期間末より「投資有価証券」に含めて表示するこ

とといたしました。 

なお、前中間連結会計期間末及び当中間連結会計期間末

における当該出資の額は、それぞれ110百万円及び133百

万円であります。 

(中間連結損益計算書関係) 

保険受取額 

従来、営業外収益の「その他」に含めて表示していた

「保険受取額」につきましては、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため、当中間連結会計期間より区分

掲記することといたしました。 

なお、前中間連結会計期間における「保険受取額」は14

百万円であります。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

投資有価証券売却損益(売却益：△) 

従来、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示していた「投資有価証券売却損益

(売却益：△)」につきましては、金額的重要性が増した

ため、当中間連結会計期間より区分掲記することといた

しました。 

なお、前中間連結会計期間における「投資有価証券売却

損益(売却益：△)」は△16百万円であります。 



追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(データ使用料及びシステム使用料

等) 

従来、主として海外ナビソフトに係

る「データ使用料及びシステム使用

料等」につきましては、販売費及び

一般管理費に計上しておりました

が、海外ナビソフトの売上増加に伴

い金額的重要性が増してきたため、

前連結会計年度よりデータ及びシス

テムの使用内容を重視し、売上原価

に含めて記載することにいたしまし

た。 

なお、前中間連結会計期間は従来の

方法によっており、当中間連結会計

期間と同一の方法を採用した場合に

比べ、売上原価は529百万円少な

く、売上総利益及び販売費及び一般

管理費はそれぞれ同額多く表示され

ておりますが、営業損失、経常損失

及び税金等調整前中間純損失への影

響はありません。 

これによるセグメント情報に与える

影響はありません。

      ―――――       ―――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ たな卸資産(製品)より直接控

除している単行本在庫調整引

当金は634百万円でありま

す。

※１ たな卸資産(製品)より直接控

除している単行本在庫調整引

当金は660百万円でありま

す。

※１ たな卸資産(製品)より直接控

除している単行本在庫調整引

当金は484百万円でありま

す。

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額       8,035百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額            8,141百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額       7,827百万円

 

※３ 担保に供している資産及び対

応する債務

 (担保に供している資産)

建物及び構築物 1,141百万円

土地 726

投資有価証券 11

計 1,878百万円

 (対応する債務)

短期借入金 1,853百万円

長期借入金 270

計 2,123百万円

 

※３ 担保に供している資産及び対

応する債務

 (担保に供している資産)

建物及び構築物 1,069百万円

土地 726

計 1,795百万円

 (対応する債務)

短期借入金 989百万円

長期借入金 1,167

計 2,157百万円

 

※３ 担保に供している資産及び対

応する債務

 (担保に供している資産)

建物及び構築物 1,105百万円

土地 726

投資有価証券 12

計 1,844百万円

 (対応する債務)

短期借入金 989百万円

長期借入金 1,277

計 2,266百万円

 ４ 偶発債務

下記会社等の金融機関借入金

に対して債務保証を行ってお

ります。

被保証者 保証金額

南京曼普数据 
技術有限公司

16百万円

従業員(19名) 10

計 27百万円

 

 ４ 偶発債務

下記の金融機関借入金に対し

て債務保証を行っておりま

す。

被保証者 保証金額

従業員(15名) 7百万円
 

 ４ 偶発債務

下記の金融機関借入金に対し

て債務保証を行っておりま

す。

被保証者 保証金額

従業員(22名) 13百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

  

  

  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な内訳は下記のとおりであり

ます。

人件費 5,269百万円

退職給付引当金 
繰入額

191

役員退職慰労引当金 
繰入額

30

賃借料 890

研究開発費 347

貸倒引当金繰入額 4

その他 2,185

計 8,919百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な内訳は下記のとおりであり

ます。

人件費 5,388百万円

退職給付引当金
繰入額

176

役員退職慰労引当金
繰入額

32

賃借料 832

研究開発費 302

貸倒引当金繰入額 4

その他 1,984

計 8,721百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な内訳は下記のとおりであり

ます。

人件費 10,550百万円

退職給付引当金
繰入額

377

役員退職慰労引当金 
繰入額

60

賃借料 1,754

研究開発費 890

貸倒引当金繰入額 5

その他 4,269

計 17,908百万円

 

※２ 固定資産売却益の内訳は下記

のとおりであります。

建物及び構築物 4百万円

その他 0

計 4百万円
 

※２ 固定資産売却益の内訳は下記

のとおりであります。

土地 12百万円

その他 0

計 12百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は下記

のとおりであります。

建物及び構築物 64百万円

機械装置及び運搬具 3

その他 0

計 69百万円

 

 

※３ 固定資産売廃却損の内訳は下

記のとおりであります。

建物及び構築物 24百万円

土地 616

ソフトウェア 10

その他 34

計 685百万円

なお、上記のうち固定資産売

却損の内訳は下記のとおりで

あります。

建物及び構築物 5百万円

土地 616

その他 24

計 646百万円

 

 

※３ 固定資産売廃却損の内訳は下

記のとおりであります。

建物及び構築物 8百万円

ソフトウェア 29

その他 2

計 41百万円

※３ 固定資産売廃却損の内訳は下

記のとおりであります。

建物及び構築物 146百万円

機械装置及び運搬具 34

土地 791

ソフトウェア 19

その他 37

計 1,028百万円

なお、上記のうち固定資産売

却損の内訳は下記のとおりで

あります。

建物及び構築物 5百万円

機械装置及び運搬具 22

土地 791

その他 2

計 821百万円

※４    ――――― ※４ 減損損失 

当社グループは、減損会計の

適用にあたり、事業資産につ

いては管理会計上の事業区分

に基づく製品グループ別に、

本社等の事業資産については

共用資産として、また、遊休

資産及び賃貸資産については

個別物件毎にグルーピングし

ております。

※４    ―――――

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

      当中間連結会計期間において

減損の要否の判定を行い、過

年度より収益性が低下してお

り、急激な回復の見込めない

一般印刷関連事業に係る事業

資産及び将来の使用が見込ま

れていない遊休資産につい

て、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、これらの減少額

を「減損損失」として特別損

失に計上いたしました。 

その内訳は以下のとおりであ

ります。

用途（場所） 種類
減損損失

（百万円）

一般印刷設備
建物及び構
築物

120

（福岡県 その他 48

北九州市）
リース資産 61

遊休資産

土地 28（長崎県

長崎市）

遊休資産

土地 51（滋賀県

彦根市）

合計 310

   なお、一般印刷設備に係る回

収可能価額は、使用価値によ

り測定し、将来キャッシュ・

フローを7.15％で割引いて算

定しております。また、遊休

資産に係る回収可能価額は、

不動産鑑定評価額に基づく正

味売却価額により算定してお

ります。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ※５    ――――― ※５ 関係会社整理損 

連結子会社である ZENRIN 

EUROPE B.V.の清算にあたっ

て、同社株式を追加取得した

ことに伴い発生した連結調整

勘定の償却相当額でありま

す。

※５    ―――――

 ６ 当社及び連結子会社の売上高

は、季節的変動が著しく、連

結会計年度の下半期に売上が

集中する傾向にあります。

 ６     同左  ６   ―――――



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成16年９月30日現在)

現金及び預金勘定 3,861百万円
預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△76

現金及び 
現金同等物

3,784百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在)

現金及び預金勘定 3,248百万円
預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△15

現金及び 
現金同等物

3,233百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成17年３月31日現在)

現金及び預金勘定 4,119百万円
預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△3

現金及び
現金同等物

4,116百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

機械装置
及び 
運搬具

工具、 
器具及び 
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額 1,962 1,308 3,271

減価償却累 
計額相当額

1,176 832 2,009

中間期末 
残高相当額 785 476 1,262

 

機械装置
及び 
運搬具

工具、
器具及び
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額 1,962 1,194 3,157

減価償却累 

計額相当額
1,381 542 1,923

減損損失累

計額相当額
53 8 61

中間期末 
残高相当額 527 643 1,171

 

機械装置
及び 
運搬具

工具、 
器具及び 
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額 1,952 1,114 3,067

減価償却累
計額相当額

1,285 723 2,009

期末残高
相当額 667 391 1,058

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 540百万円

１年超 900

計 1,440百万円

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 472百万円

１年超 854

計 1,327百万円

リース資産減損
勘定の中間期末
残高

50百万円

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 440百万円

１年超 711

計 1,152百万円

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 336百万円

減価償却費 
相当額

298百万円

支払利息相当額 29百万円

 

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 281百万円

リース資産減損
勘定の取崩額

10百万円

減価償却費
相当額

252百万円

支払利息相当額 23百万円

減損損失 61百万円

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 629百万円

減価償却費
相当額

560百万円

支払利息相当額 54百万円

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

 
(注) 有価証券について23百万円(その他有価証券で時価評価されていない非上場株式(店頭株式を除く)23百万円)減

損処理しております。 

なお、当社グループは投資価値の下落が一時的ではないと判断した場合、評価損を計上しております。下落が

一時的かどうかの判断は、帳簿価額を下回った期間の長さ及び下落幅、当該会社の財務状況及び将来の事業計

画などに基づき回復可能性を総合的に検討し、下落が一時的でなく、かつ、回復可能性がないと判断した場合

に評価損を計上しております。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

 
(注) 有価証券について4百万円(その他有価証券で時価評価されていない非上場株式4百万円)減損処理しておりま

す。 

なお、当社グループは投資価値の下落が一時的でなく、かつ、回復可能性がないと判断した場合、評価損を計

上しております。その判断は、帳簿価額を下回った期間の長さ及び下落幅、当該会社の財務状況及び将来の事

業計画等に基づき総合的に検討しております。 

  

Ⅲ 前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

   
(注) 有価証券について33百万円(その他有価証券で時価評価されていない非上場株式33百万円)減損処理しておりま

す。 

なお、当社グループは投資価値の下落が一時的でなく、かつ、回復可能性がないと判断した場合、評価損を計

上しております。その判断は、帳簿価額を下回った期間の長さ及び下落幅、当該会社の財務状況及び将来の事

業計画等に基づき総合的に検討しております。 
  

１ その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

株式 1,643百万円 2,594百万円 950百万円

その他 50 50 0

 計 1,694百万円 2,644百万円 950百万円

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

   その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 627百万円

１ その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

株式 1,592百万円 3,974百万円 2,381百万円

その他 50 50 0

 計 1,643百万円 4,024百万円 2,381百万円

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

   (1) 満期保有目的の債券

私募債 2百万円

  (2) その他有価証券

非上場株式 691百万円

匿名組合等への出資 133百万円

１ その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

株式 1,642百万円 3,049百万円 1,407百万円

その他 50 50 0

 計 1,693百万円 3,100百万円 1,407百万円

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

 その他有価証券

非上場株式 604百万円

匿名組合等への出資 121百万円



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成

17年４月１日 至 平成17年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３

月31日) 

当社グループ(当社、連結子会社)は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、記載事項はあり

ません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
  

 
  

 当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
  

 
  

 前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  

 
(注) 1 事業区分の方法及び各事業に属する主要な製品の名称 

(1) 事業区分の方法………内部管理上採用している区分によっております。 

(2) 各事業に属する主要な製品の名称 

① 住宅地図出版関連事業…住宅地図帳、応用地図 

② 電子地図関連事業………住宅地図データベース、カーナビゲーション用データ 

③ 一般印刷関連事業………一般印刷物 

④ その他事業………………ＣＡＤ・ＣＡＥ受託処理、一般情報処理、仕入商品 

   2 会計方針の変更 

      「会計方針の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準を適用して

  おり、一般印刷関連事業の営業損益は19百万円増加しております。 

  

住宅地図 
出版 
関連事業 
(百万円)

電子地図
関連事業

(百万円)

一般印刷
関連事業

(百万円)

その他事業
 

(百万円)

計 
 

(百万円)

消去
又は全社

(百万円)

 
連結 
 

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

6,015 10,452 2,671 1,108 20,248 ― 20,248

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

10 72 266 44 392 (392) ―

計 6,025 10,525 2,937 1,152 20,640 (392) 20,248

営業費用 6,566 9,971 3,264 1,043 20,845 (402) 20,443

営業利益(損失：△) △540 553 △326 108 △204 10 △194

住宅地図 
出版 
関連事業 
(百万円)

電子地図
関連事業

(百万円)

一般印刷
関連事業

(百万円)

その他事業
 

(百万円)

計 
 

(百万円)

消去
又は全社

(百万円)

 
連結 
 

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

6,101 12,707 2,546 1,066 22,421 ― 22,421

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 0 148 36 185 (185) ―

計 6,102 12,707 2,694 1,102 22,606 (185) 22,421

営業費用 6,451 11,551 2,685 896 21,585 (226) 21,359

営業利益(損失：△) △349 1,155 8 206 1,021 41 1,062

住宅地図 
出版 
関連事業 
(百万円)

電子地図
関連事業

(百万円)

一般印刷
関連事業

(百万円)

その他事業
 

(百万円)

計 
 

(百万円)

消去
又は全社

(百万円)

 
連結 
 

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

14,506 24,210 5,215 2,118 46,051 ― 46,051

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

16 95 443 187 742 (742) ―

計 14,523 24,306 5,659 2,306 46,794 (742) 46,051

営業費用 13,436 21,578 6,132 1,969 43,116 (752) 42,364

営業利益(損失：△) 1,086 2,727 △472 336 3,677 9 3,687



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成17

年４月１日 至 平成17年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31

日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成17

年４月１日 至 平成17年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31

日) 

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益(損失)及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおり

であります。 

 
  

(2) 【その他】 

特に記載すべき事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 625円09銭 １株当たり純資産額 714円79銭 １株当たり純資産額 701円42銭

１株当たり中間純損失 22円05銭 １株当たり中間純利益 10円98銭 １株当たり当期純利益 41円08銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式は存

在するものの、１株当たり中間純損

失であるため、記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。

 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

40円76銭

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益 
(損失：△)

中間(当期)純利益(損失：△) 
(百万円)

△803 415 1,610

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― 99

(うち、利益処分による役員 
賞与金(百万円))

― ― (99)

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(損失：△)(百万円)

△803 415 1,511

普通株式の期中平均株式数 
(千株)

36,452 37,823 36,790

潜在株式調整後１株当たり中間 
(当期)純利益

中間(当期)純利益調整額 
(百万円)

― ― ―

普通株式増加数(千株) ― ― 288

(うち、新株引受権(千株)) (―) (―) (288)

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受

権１種類(新株引受権

の目的となる株式の数

普 通 株 式 1,293,900

株)。

――――― ―――――



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 1,256 1,296 2,317

２ 受取手形 228 203 206

３ 売掛金 7,913 8,892 10,401

４ たな卸資産 ※１ 3,303 2,850 3,021

５ 繰延税金資産 1,384 1,950 1,622

６ その他 1,313 714 1,675

貸倒引当金 △4 △4 △7

流動資産合計 15,395 35.4 15,903 37.9 19,236 41.6

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※２

(1) 建物 3,493 3,465 3,519

(2) 土地 5,624 5,547 5,624

(3) その他 760 851 780

計 9,877 9,864 9,923

２ 無形固定資産

(1) ソフトウェア 4,519 4,042 4,166

(2) ソフトウェア 
  仮勘定

646 814 801

(3) その他 45 0 0

計 5,211 4,857 4,968

３ 投資その他の 
  資産

(1) 投資有価証券 6,335 6,652 6,689

(2) 長期貸付金 1,081 ― 91

(3) 繰延税金資産 4,048 3,267 3,966

(4) その他 1,681 1,501 1,491

貸倒引当金 △118 △138 △122

計 13,027 11,282 12,117

固定資産合計 28,116 64.6 26,004 62.1 27,009 58.4

資産合計 43,512 100.0 41,908 100.0 46,246 100.0



前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 1,131 1,183 1,571

２ 短期借入金 8,470 5,240 6,040

３ 未払費用 2,120 2,416 2,389

４ 未払法人税等 86 230 1,487

５ 返品調整引当金 390 380 384

６ その他 900 1,055 1,241

流動負債合計 13,099 30.1 10,506 25.1 13,113 28.3

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 2,690 1,790 2,260

２ 退職給付引当金 1,701 1,826 1,756

３ 役員退職慰労 
  引当金

230 262 251

４ 投資損失引当金 1,733 271 1,783

５ その他 122 125 123

固定負債合計 6,477 14.9 4,275 10.2 6,176 13.4

負債合計 19,577 45.0 14,782 35.3 19,290 41.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 6,005 13.8 6,557 15.6 6,557 14.2

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 12,515 13,066 13,066

２  その他資本 
    剰余金

― 0 0

  資本剰余金合計 12,515 28.8 13,066 31.2 13,066 28.2

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 485 485 485

２ 任意積立金 4,773 5,568 4,773

３  中間(当期) 
    未処分利益

 34 922 1,904

利益剰余金合計 5,293 12.2 6,976 16.6 7,162 15.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

367 0.8 869 2.1 510 1.1

Ⅴ 自己株式 △247 △0.6 △344 △0.8 △341 △0.7

資本合計 23,934 55.0 27,126 64.7 26,956 58.3

負債資本合計 43,512 100.0 41,908 100.0 46,246 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 16,326 100.0 18,329 100.0 37,967 100.0

Ⅱ 売上原価 9,205 56.4 10,352 56.5 20,142 53.1

売上総利益 7,120 43.6 7,977 43.5 17,825 46.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

7,302 44.7 7,456 40.7 14,808 39.0

営業利益 
(損失：△)

△181 △1.1 520 2.8 3,016 7.9

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 25 20 47

２ 受取配当金 51 56 55

３ 不動産賃貸収入 70 91 144

４ 為替差益 40 ― 52

５ 保険受取額 ― 29 19

６ その他 36 225 1.4 46 245 1.3 115 436 1.2

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 45 27 83

２ 為替差損 ― 32 ―

３ 追悼式典費用 ― 41 ―

４ その他 64 109 0.7 72 174 0.9 157 241 0.6

経常利益 
(損失：△)

△65 △0.4 591 3.2 3,211 8.5

Ⅵ 特別利益 ※１ 17 0.1 339 1.9 17 0.0

Ⅶ 特別損失 ※２ 1,116 6.8 164 0.9 1,318 3.5

税引前中間 
(当期)純利益 
(損失：△)

△1,164 △7.1 766 4.2 1,910 5.0

法人税、住民税
及び事業税

54 188 1,513

法人税等調整額 △587 △533 △3.2 126 315 1.7 △841 672 1.7

中間(当期)純利 
益(損失：△)

△631 △3.9 450 2.5 1,238 3.3

前期繰越利益 665 471 665

中間(当期)未処 
分利益

34 922 1,904



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株

式

     移動平均法による原価法

  ② その他有価証券

   a 時価のあるもの

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

   

     

   b 時価のないもの

     移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

    ① 子会社株式及び関連会社株

式

同左     

  ② その他有価証券  

   a 時価のあるもの   

同左 

 

 

 

 

 

     

   b 時価のないもの   

     移動平均法による原価法 

 なお、匿名組合等への出 

 資で証券取引法第２条第 

 ２項により有価証券とみ 

 なされるものは、中間貸 

 借対照表及び中間損益計 

 算書双方について持分相 

 当額を純額で取り込んで 

 おります。     

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 満期保有目的の債券

     償却原価法(定額法)

  ② 子会社株式及び関連会社株

式

     移動平均法による原価法

  ③ その他有価証券

   a 時価のあるもの

     期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定)

   b 時価のないもの

     移動平均法による原価法 

なお、匿名組合等への出

資で証券取引法第２条第

２項により有価証券とみ

なされるものは、貸借対

照表及び損益計算書双方

について持分相当額を純

額で取り込んでおりま

す。     

 (2) たな卸資産

  ① 製品、仕掛品、原材料

    総平均法による原価法

  ② 商品

    売価還元法による原価法

  ③ 貯蔵品

    最終仕入原価法による原価

法

 (2) たな卸資産

同左

  

 (2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

① 建物(建物附属設備を除く)

    定額法

  ② その他

    定率法

 (主な耐用年数)

建物 15年～50年

工具、器具及び 
備品

３年～10年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

  ソフトウェア

   ① 市場販売目的のソフトウ

ェア

     見込販売数量に基づく償

却額と３年を限度とする

残存有効期間に基づく均

等配分額とを比較し、い

ずれか大きい額を償却す

る方法

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左



前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

   ② 自社利用ソフトウェア

５年を限度とする利用可

能期間で定額法により償

却する方法

３ 引当金の計上基準 

 (1) 単行本在庫調整引当金

住宅地図帳の売れ残り書籍の

評価損に備えるため、出版部

数に対する一定期間の販売部

数を算定基礎とした評価損失

見込額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 単行本在庫調整引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 単行本在庫調整引当金

同左

 (2) 貸倒引当金

営業債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。

 (2) 貸倒引当金

同左

 (2) 貸倒引当金

同左

 (3) 返品調整引当金

道路地図及び旅行ガイド製品

の返品による損失に備えるた

め、過去の返品実績を基準と

した返品予測高に対する損失

見込額を計上しております。

 (3) 返品調整引当金

同左

 (3) 返品調整引当金

同左

 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により費用処理して

おります。

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数(15年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理して

おります。

 (4) 退職給付引当金

        同左

 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により費用処理して

おります。

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数(15年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理して

おります。

 (5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規

程(内規)に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

 (5) 役員退職慰労引当金

同左

 (5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規

程(内規)に基づく期末要支給

額を計上しております。



 
  

  

会計方針の変更 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (6) 投資損失引当金

関係会社への投資に係る損失

に備えるため、当該会社の財

政状態を勘案し、損失負担見

込額を計上しております。

 (6) 投資損失引当金

同左

 (6) 投資損失引当金

同左

４ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引は、

通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりま

す。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理

   税抜方式によっております。

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理

           同左

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

      ――――― (固定資産の減損に係る会計基準)      ―――――

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)を適用し

ております。これにより税引前中

間純利益は28百万円減少しており

ます。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除しております。

(「退職給付に係る会計基準」の一部 

 改正)

当中間会計期間より、「『退職給

付に係る会計基準』の一部改正」

(企業会計基準第３号 平成17年

３月16日)及び「『退職給付に係

る会計基準』の一部改正に関する

適用指針」(企業会計基準適用指

針第７号 平成17年３月16日)を

適用しております。これにより営

業利益、経常利益及び税引前中間

純利益は20百万円増加しておりま

す。



表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

          ―――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(中間貸借対照表関係)

１匿名組合等への出資

従来、投資その他の資産の「その他」に含めて表示

していた匿名組合等への出資(証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるもの)につきまして

は、「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16

年法律第97号)が平成16年12月１日より適用となった

こと及び「金融商品会計に関する実務指針」(会計制

度委員会報告第14号)が平成17年２月15日付で改正さ

れたことに伴い、当中間会計期間末より「投資有価

証券」に含めて表示することといたしました。 

なお、前中間会計期間末及び当中間会計期間末にお

ける当該出資の額は、それぞれ110百万円及び133百

万円であります。

２長期貸付金

従来、区分掲記していた「長期貸付金」につきまし

ては、資産の総額の100分の５以下であり、金額的重

要性がないため、当中間会計期間末より投資その他

の資産の「その他」に含めて表示することといたし

ました。 

なお、当中間会計期間末における「長期貸付金」は

78百万円であります。

(中間損益計算書関係)

１受取配当金

従来、営業外収益の「その他」に含めて表示してい

た受取配当金につきましては、当中間会計期間より

金額的重要性が増したため、区分掲記することとい

たしました。 

なお、前中間会計期間における受取配当金は23百万

円であります。

２為替差益

従来、営業外収益の「その他」に含めて表示してい

た為替差益につきましては、当中間会計期間より金

額的重要性が増したため、区分掲記することといた

しました。 

なお、前中間会計期間における為替差益は５百万円

であります。

(中間損益計算書関係)
保険受取額

従来、営業外収益の「その他」に含めて表示してい

た「保険受取額」につきましては、金額的重要性が

増したため、当中間会計期間より区分掲記すること

といたしました。 

なお、前中間会計期間における「保険受取額」は14

百万円であります。



追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(データ使用料及びシステム使用料

等) 

従来、主として海外ナビソフトに係

る「データ使用料及びシステム使用

料等」につきましては、販売費及び

一般管理費に計上しておりました

が、海外ナビソフトの売上増加に伴

い金額的重要性が増してきたため、

前事業年度よりデータ及びシステム

の使用内容を重視し、売上原価に含

めて記載することにいたしました。 

なお、前中間会計期間は従来の方法

によっており、当中間会計期間と同

一の方法を採用した場合に比べ、売

上原価は564百万円少なく、売上総

利益及び販売費及び一般管理費はそ

れぞれ同額多く表示されております

が、営業損失、経常損失及び税引前

中間純損失への影響はありません。

     ―――――      ―――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ たな卸資産(製品)より直接控

除している単行本在庫調整引

当金は634百万円でありま

す。

※１ たな卸資産(製品)より直接控

除している単行本在庫調整引

当金は660百万円でありま

す。

※１ たな卸資産(製品)より直接控

除している単行本在庫調整引

当金は484百万円でありま

す。

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額       3,258百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額     3,527百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額     3,312百万円

 ３ 偶発債務

下記会社等の金融機関借入金

に対して債務保証を行ってお

ります。

なお、保証金額は引当金設定

額320百万円を控除しており

ます。

被保証者 保証金額

㈱ゼンリン 
プリンテックス

1,800百万円

ZENRIN USA,INC. 152

南京曼普数据技術
有限公司

16

従業員(19名) 10

計 1,980百万円

 ３ 偶発債務

下記の金融機関借入金に対し

て債務保証を行っておりま

す。

   

   

   

被保証者 保証金額

従業員(15名) 7百万円

 

 ３ 偶発債務

下記会社等の金融機関借入金

に対して債務保証を行ってお

ります。

なお、保証金額は引当金設定

額11百万円を控除しておりま

す。

被保証者 保証金額

ZENRIN USA,INC. 100百万円

従業員(22名) 13

計 113百万円



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 特別利益の主要項目

建物売却益 0百万円
投資有価証券 
売却益

16百万円

※１ 特別利益の主要項目

土地売却益 12百万円
投資有価証券
売却益

316百万円

投資損失引当金
戻入益

11百万円
 

※１ 特別利益の主要項目

建物売却益 0百万円
投資有価証券
売却益

16百万円

 

※２ 特別損失の主要項目

固定資産 
売廃却損

630百万円

投資有価証券 
評価損

23百万円

関係会社株式 
評価損

67百万円

投資損失引当金 
繰入額

395百万円

      
   

  

  
 

 

※２ 特別損失の主要項目

固定資産 
除却損

38百万円

減損損失 28百万円

関係会社 
整理損

73百万円

投資有価証券
評価損

4百万円

ゴルフ会員権等
評価損

18百万円

※２ 特別損失の主要項目

固定資産
売廃却損

722百万円

電話加入権
評価損

45百万円

投資有価証券
評価損

23百万円

関係会社株式
評価損

63百万円

ゴルフ会員権等 
評価損

17百万円

投資損失引当金 
繰入額

445百万円

なお、固定資産売廃却損のう

ち固定資産売却損の内訳は以

下のとおりであります。

なお、関係会社整理損は連結

子会社であるZENRIN EUROPE 

B.V.の清算に係る損失であり

ます。

なお、固定資産売廃却損のう

ち固定資産売却損の内訳は以

下のとおりであります。

 

土地 612百万円

その他 1

計 613百万円

土地 612百万円

その他 1

計 613百万円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 195百万円

無形固定資産 913百万円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 242百万円

無形固定資産 946百万円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 454百万円

無形固定資産 1,871百万円

 ４    ―――――  ４ 減損損失 ４    ―――――

当社は、減損会計の適用にあ

たり、事業資産については管

理会計上の事業区分に基づく

製品グループ別に、本社等の

事業資産については共用資産

として、また、遊休資産及び

賃貸資産については個別物件

毎にグルーピングしておりま

す。 

当中間会計期間において減損

の要否の判定を行い、将来の

使用が見込まれていない遊休

資産について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、この

減少額を「減損損失」として

特別損失に計上いたしまし

た。



  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

その内訳は以下のとおりであ

ります。

用途(場所) 種類
減損損失
(百万円)

遊休資産
土地 28

(長崎県長崎市)

なお、遊休資産に係る回収

可能価額は、不動産鑑定評

価額に基づく正味売却価額

により算定しております。

  ５ 当社の売上高は、季節的変動 

   が著しく、事業年度の下半期 

     に売上が集中する傾向にあり 

     ます。

 ５     同左 ５       ―――――



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

工具、 
器具及び 
備品

車両
運搬具

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額 765 36 802

減価償却累 
計額相当額

573 32 605

中間期末 
残高相当額 192 3 196

工具、
器具及び
備品

車両
運搬具

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額 550 20 570

減価償却累 
計額相当額

277 18 296

中間期末 
残高相当額 272 2 274

工具、
器具及び 
備品

車両
運搬具

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額 624 36 660

減価償却累
計額相当額

469 32 502

期末残高
相当額 154 3 158

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 151百万円

１年超 51

計 202百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 101百万円

１年超 175

計 277百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 100百万円

１年超 61

計 162百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 121百万円

減価償却費相当額 114百万円

支払利息相当額 3百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 79百万円

減価償却費相当額 75百万円

支払利息相当額 3百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 216百万円

減価償却費相当額 204百万円

支払利息相当額 5百万円

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

同左

 ・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

 ・利息相当額の算定方法

同左

 ・利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日)及び当中間会計期間末(平成17年９月30日)並びに前事業年度末

(平成17年３月31日) 

 時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(2) 【その他】 

特に記載すべき事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 

 
  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第45期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月27日 
関東財務局長に提出

(2) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号(特定子会社の異動)
に基づく臨時報告書。 

平成17年９月12日
関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第11号(債権の取立不能又は
取立遅延のおそれ)に基づく臨時報告
書。

平成17年９月12日
関東財務局長に提出 

(3) 自己株券買付状況 
報告書

平成17年４月８日 
平成17年５月10日 
平成17年６月14日 
平成17年７月８日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社ゼンリン 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ゼンリンの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ゼンリン及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

平成１６年１１月３０日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  本  野  正  紀  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  磯  俣  克  平  ㊞

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社ゼンリン 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ゼンリンの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ゼンリン及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準

が適用されることとなるため、この会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

平成１７年１１月３０日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  本  野  正  紀  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  磯  俣  克  平  ㊞

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社ゼンリン 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ゼンリンの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４５期事業年度の中間

会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ゼンリンの平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

平成１６年１１月３０日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  本  野  正  紀  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  磯  俣  克  平  ㊞

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社ゼンリン 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ゼンリンの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４６期事業年度の中間

会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ゼンリンの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適

用されることとなるため、この会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

平成１７年１１月３０日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  本  野  正  紀  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  磯  俣  克  平  ㊞

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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